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インドネシアの東ジャワ州で実施した調査結果をもとに、ＭＦの効果を探った。所得、資産などいくつかの変数についてその変化を検証したところ、①就学児のいる相対的貧困層での教育支出の増加、②（特に相対的富裕層での）非農業自営業世帯 売上増、という二つの影響を確認する と できた（本誌所収の高橋論文参照） 。
本稿の目的は、②に関連して、そもそも、
ＭＦ機関（以下、ＭＦＩ）が参入する以前に起業していた世帯とはどのような特徴をもっているのか、という疑問に対する答えを探ることにある。そのために、まず、簡単なモデルを用いて、起業の選択にはどのような特徴・条件が重要であるのか 考えてみる。次に、モデルから得られた仮説を









までは金融機関（商業銀行 ・ 貸金業者など）から一定の利子率のもとで 借入を選択することが き、また、資本金（固定費用）さえ準備しさえすれば 起業を選択することもできる（ここでは貯蓄は考慮しない） 。そして起業した場合には、投資額に一定の収益率を掛け合わせた分が 第二期に戻ってくると よう。ただ 、第二期にはこの自営業の経営に少なからぬ時間を割く必要が生じる。そこで、世帯主は家計の所得が最大となるよう労働配分を行うことになるが、収益率が一定のも では賃金率（機会費用）の低い者を自営業に従事させが望ましい。配偶者の機会費用が よりも低いと仮定する らば、世帯主は配偶者を自営業に従事させる。
このような仮定のもとで、家計はどのよ
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所得（資産）の水準といった条件に加えて、将来の消費のために現在の消費をど 程度我慢できるか、といった要素も起業の選択に影響を与えていることが分かる。これは現時点の消費（から得られる効用） 将来と比較してどれだけ重視しているか、現時点で一万円の消費を我慢した時、代わりに将来にはいくら消費できれば不満はないのか（一万二千円な か二万円なのか） という選好に左右されること 意味する。うして、将来得られる効用を現在 価値になおす際に、割り引かれる効用が小さいときには、この家計の時間選好率は低い、と表現される。
この時間選好率の違いが及ぼす影響につ
いては、図での無差別曲線の傾きが異場合をみると分かりやすいだろう。時間選好率が高い場合には、それが低い場合と比較して、今期の消費がわずかでも減ったときには、二期間を通じて効用を一定 保つ
うな場合に起業するのか図を用いて考えてみよう。図は横軸に第一期の所得（資産） ・消費額、 縦軸に第二期の所得 ・ 消費額をとっている。家計は、現在の消費を一単位減らしたときに将来の消費を何単位か増やすことによって、二期間を通じて同一 効用を保つことがで る。図に描かれている無差別曲線は、来期の効用を現在の価値になおした上で、二期間を通じて得られる総効用が一定に保たれる曲線を描いたものである。この曲線は右上にシフトす ほど より高い水準の効用を得ていること 意味する（今期の消費水準が同じで、来期の消費水準が増えた場合を考えるとよいだろう）家計は、第一期と第二期にお て、 （被雇用者としての）所得１・所得２があらかじめ与えられている め、この組み合わせをそのまま消費することで、ある程度の効用を得られる。効用の最大化が家計 目的であるため、起業は、その後得られる効用がより高くなる場合に限られる。
世帯主の立場になって、実際に起業を選















確認してみたところ、平均では一〇五八万ルピア（約十一万円） 、その教育水準は八 ・ 四年（平均値）であった。よって、自営業に従事している世帯主の平均所得は、その機会費用を大きく上回っていることが分かる。
グループ２をみると、世帯主の教育水準
が最も高くなっており、一方で配偶者の教育水準は最も低い。そして配偶者 父親が自営業に従事していた割合は最も高くなっている。ここからは、世帯の時間選好率低さと、自営業 者の機会費用の低さ、そして初期時点の資産の いことが、グループ２の特徴と言えよう。
次に、時間選好率と機会費用が起業に与
える影響をより明確に確認するため、モデルでの設定に沿っ 最も分析しやすいグループ２のみを取り上げる。 時間選好率 （世帯主の教育水準）の高 と機会費用（配偶者の教育水準） 高低との四通りの組み合わせから、どの組み合わせに最もグループ２の世帯が集中してい か みてみよう。教育水準は、中位数を参考にして、六年以下（小学校卒業以下）のグループと、七年以上のグループとの二つに分けている。モデルからは、世帯主の教育水準が高く（く） 、配偶者の教育水準 低い（高 ）世帯で、起業している確率が高くなる（低くなる）ことが予想される。表２は、すべのサンプル四一四世帯を四通りの組み合わせに応じて振り分けたのち、グループ２がマトリックスのそれぞれの枠内に占める割







水準が ３と平均的にはほぼ同じであること、世帯主の父親が自営業であった割合が三つの 中最も高いこ が分かる。ここからは、世帯主の教育水準が同一な世帯同士（グループ１とグループ３）を比較した場合には、第一期の資産 大きさと起業とに正の相関関係 うかがえる。また、グループ２とグループ３のうち、世帯主が被雇用者であった場合に、その年収を
取り出し、二〇〇八年に開始した自営業は除いた上で、必要な情報に欠損値・異常値がなかった世帯のみを用いた） 。
分析にあたっては、世帯主・配偶者の教




率の指標として用いる。時間選好率 情報を得るために、家計調 時に簡単な実験を行うことがよくみられるが、本調査では実施していない。先行研究を参照すると、教育水準の高さ 時間選好率の低さとの相関関係が指摘されて る。そのため、ここでは教育水準を時間選好率の指標に用いることにした。ただ 、教育水準が高いほど、被雇用者として労働市場を通じて 賃金
表１　グループ間の特徴の比較（平均値）
　 グループ１ グループ２ グループ３
自営業の収益（千ルピア） 18,537.0 8,306.5 ―
世帯主 　 　
　年齢 43.7 47.0 43.3
　教育水準（年） 7.8 8.8 7.8
　父親が自営業（％） 19.4 10.4 8.2
配偶者 　 　
　教育水準（年） 7.9 7.3 7.6
　父親が自営業（％） 14.9 17.9 6.1





































融機関よりも低い商品を提供した場合は、どのような影響が予想されるだろうか。先のモデルの枠組みで考えてみよう。まず、時間選好率が低い家計でみると、より低い利子率でＭＦＩから借入が可能となったため、ＭＦＩの参入前と比べてより容易に起業することが きる。次に、時間選好率が高い家計では現時点の消費を 高く評価しているため、ＭＦＩからの借入を通じて来期の消費を少し減らす代わりに今期の消費を増やすことによって、より高い効用得ることができる。つまり、一概に、ＭＦＩからの借入が、 起業を通じて将来 所得 ・消費を増加させるとは言えないのである。
では、調査地でのＭＦ受給世帯からは起





























教育水準 低　い 高　い 計
低　い
0.14 0.13 0.14 
（= 23/168） （= 4/30） （= 27/198）
高　い
0.22 0.18 0.19 
（= 10/46）（= 30/170）（= 40/216）
計
0.15 0.17 0.16 
（= 33/214）（= 34/200）（= 67/414）
（出所）筆者計算。
（注）教育水準は６年（小学校卒業）以下の場合に低い、７年以上を
高いとしている。
世帯主の
　教育水準
